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道内景気は、持ち直している。

需要面をみると、個人消費は百貨店販売額が増加しているほか、乗用車販売台数が底堅く

推移するなど、明るい動きがみられる。住宅投資はゆるやかに持ち直している。公共投資は

予算の拡大により、前年を大きく上回っている。輸出はアジアや大洋州、北米向けが増加し

ている。

生産活動は持ち直しの動きがみられる。雇用情勢は有効求人倍率、新規求人数ともに改善

が続いているほか、失業率も大幅に低下している。企業倒産は負債金額が増加したが、件数

は減少している。
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持家 貸家 給与 前年同月比（右目盛） 分譲 
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（資料：国土交通省）

①大型小売店販売額～２か月連続で増加

９月の大型小売店販売額（全店ベース、前

年比＋３．０％）は、２か月連続で前年を上

回った。

百貨店（前年比＋４．０％）、スーパー（同

＋２．７％）とも、衣料品、身の回り品、飲食

料品、その他のすべての品目で前年を上回っ

た。

コンビニエンスストア（前年比▲０．１％）

は、７か月ぶりに前年を下回った。

②住宅投資～２か月連続の増加

９月の新設住宅着工戸数は、３，８９８戸（前

年比＋１８．１％）と２か月連続で前年を上回っ

た。利用関係別では、貸家（同＋１９．５％）、

分譲（同＋４８．２％）、持家（同＋６．９％）のす

べてが増加した。

４～９月累計では、２０，２７３戸（前年比

＋４．７％）と前年を上回って推移している。

利用関係別では、分譲（同▲３．１％）は減少

しているが、持家（同＋１２．９％）、貸家（同

＋０．２％）が増加している。

道内経済の動き

― １ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１３年１２月号
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%億円 

請負金額 前年同月比（右目盛） 
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公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証�）

航空機 ＪＲ フェリー 前年対比（右目盛） 
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（資料：�北海道観光振興機構）

輸出 輸入 輸出（前年比、右目盛） 輸入（同、同） 
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貿易動向

（資料：函館税関）

③公共投資～５か月連続の増加

９月の公共工事請負金額は、８８０億円（前

年比＋２９．１％）と５か月連続で前年を上回っ

た。

発注者別では、北海道（前年比▲３．９％）

は前年を下回ったが、国（同＋６９．２％）、市

町村（同＋２２．６％）は前年を上回った。

４～９月累計では、請負金額７，０２０億円

（前年比＋２４．３％）と前年を上回った。

④来道客数～１９か月連続で前年を上回る

９月の来道客数は１，２２２千人（前年比

＋４．６％）と１９か月連続で前年を上回った。

４～９月累計では６，６８９千人と前年を５．１％

上回った。

９月の新千歳空港輸送旅客数は前年に比べ

７．２％増加した。国内線（前年比＋６．５％）、

国際線（同＋２２．７％）ともに前年を上回っ

た。

⑤貿易動向～輸出・輸入とも１０か月連続増加

９月の道内貿易額は、輸出が前年比５３．０％

増の４００億円、輸入が同１３．７％増の１，４５０億円

となった。

輸出は石油調製品や鉱物性タール・粗製薬

品、魚介類・同調製品などが増加し、１０か月

連続で前年を上回った。輸入は原油・粗油な

どが増加し、１０か月連続で前年を上回った。

道内経済の動き
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛） 
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⑥鉱工業生産～持ち直しの動き

９月の鉱工業生産指数は１００．２（前月比

＋０．２％）と２か月ぶりに上昇し、前年比

（原指数）では＋３．９％と３か月連続で上昇し

た。

業種別では、前月に比べ、食料品工業、金

属製品工業、パルプ・紙・紙加工品工業など

９業種が低下したが、電気機械工業、化学工

業、輸送機械工業など７業種が上昇した。

⑦雇用情勢～持ち直しの動きが続く

９月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．７７倍となり、前月比で０．０３ポイント、前

年比では０．１７ポイント上昇した。前年比は４４

か月連続の上昇となった。

新規求人数は、前年比１３．１％の増加とな

り、４４か月連続して前年を上回った。業種別

では、建設業（前年比＋３０．９％）、医療・福

祉（同＋８．４％）、サービス業（同＋１３．２％）

などが増加した。

⑧倒産動向～件数は減少、負債総額は増加

１０月の企業倒産は、件数が２６件（前年比

▲２３．５％）、負債総額が８７億円（同＋１６．９％）

となった。件数は１２か月連続で減少、負債総

額は２か月連続で前年を上回った。

業種別では、建設業が９件、サービス・他

が６件、小売業が５件などとなった。

道内経済の動き

― ３ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１３年１２月号
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１．雇用の現状

雇用人員判断DI（「過剰企業」－「不
足企業」、マイナス４０）は前年同期に比
べ１７ポイント低下し、人手不足感が一層
強まった。

２．今後の雇用方針と来年度の新規採用計画

今後の雇用方針については、「増員す
る」企業（４１％）から「減員する」企業
（３％）を差し引いたDIはプラス３８、来
年度に「新規採用を実施する」企業は
３９％となった。ともに比較可能な平成１２

年度以降で最も高い水準にあり、人員確
保の動きが続く見通しである。

３．賃金の動向

定期給与（基本給・諸手当等）を引き
上げた（予定を含む）企業は５４％、特別
給与（賞与・期末手当等）を引き上げた
（予定を含む）企業は２９％となった。従
業員の賃金を見直す際に重視する点は
「企業業績」とした企業が８６％で、業績
の好転を賃金引き上げの条件としている
企業が多数である。

調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業取引先の経営動向
把握。

調査方法
調査票を配付し、郵送または電子メールにより回
収。

調査内容
雇用と賃金の現状について

判断時点
平成２５年１０月中旬

本文中の略称
雇用人員判断DI
「過剰企業の割合」－「不足企業の割合」
雇用方針DI
「増員する企業の割合」－「減員する企業の割
合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域

全 道 ４４４ １００．０％

札幌市 １８７ ４２．１ 道央は札幌市を除く石狩、後志、
胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ９１ ２０．５

道 南 ４０ ９．０ 渡島・檜山の各地域

道 北 ５８ １３．１ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部

道 東 ６８ １５．３ 釧路・十勝・根室・網走の各地域

調査企業社数 回答企業社数 回答率

全 産 業 ６７６ ４４４ ６５．７％

製 造 業 １９３ １２２ ６３．２

食 料 品 ６７ ４０ ５９．７

木 材 ・ 木 製 品 ３４ ２０ ５８．８

鉄鋼・金属製品・機械 ５２ ３４ ６５．４

そ の 他 の 製 造 業 ４０ ２８ ７０．０

非 製 造 業 ４８３ ３２２ ６６．７

建 設 業 １１８ ９３ ７８．８

卸 売 業 ９６ ６２ ６４．６

小 売 業 ９７ ５７ ５８．８

運 輸 業 ５０ ３３ ６６．０

ホ テ ル ・ 旅 館 業 ２９ １９ ６５．５

その他の非製造業 ９３ ５８ ６２．４

特別調査

人員確保の動きが続く
雇用と賃金の現状について

調 査 要 項

― ４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１３年１２月号
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1 従業員の過不足感
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

過 剰 ７ １２ ５ － ９ ３２ ５ ４ ７ １２ － － ３

（か な り 過 剰） （－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）

（や や 過 剰） （７）（１２）（５）（－）（９）（３２）（５）（４）（７）（１２）（－）（－）（３）

適 正 で あ る ４６ ５４ ６２ ５５ ５３ ４７ ４３ ２３ ６０ ５０ ４８ ５３ ４４

不 足 ４７ ３４ ３３ ４５ ３８ ２１ ５２ ７３ ３３ ３８ ５２ ４７ ５３

（や や 不 足） （４３）（３２）（３３）（４５）（３５）（１８）（４７）（６４）（３３）（３８）（３７）（４２）（５１）

（か な り 不 足） （４）（２）（－）（－）（３）（３）（５）（９）（－）（－）（１５）（５）（２）

雇 用 人 員 判 断 DI △４０ △２２ △２８ △４５ △２９ １１ △４７ △６９ △２６ △２６ △５２ △４７ △５０

前年同時期の雇用人員判断DI △２３ △１７ △３１ △９ △１２ △８ △２５ △３８ ０ △１７ △３４ △３５ △３２

項 目 別 の 要 点

（項 目） 要 点

�従業員の過不足感 建設業（△６９）、運輸業（△５２）などで、人員不足感がより強まる。

�職種別の過不足感 技能職（△４７）は「不足」とした企業が半数に達し、前年比１５ポイント
低下した。

�情報機器の習熟者 ホテル・旅館業（△５６）を始め、全業種でマイナス。

�地域別の過不足感 全ての地域で人員不足感が強まる。

１．雇用の現状

雇用人員判断DI

特別調査

― ５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１３年１２月号
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3

4

職種別の過不足感

情報機器の習熟者

地域別の過不足感

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

過 剰 １ － － － － － １ － ２ ２ － － ２

（か な り 過 剰） （１）（－）（－）（－）（－）（－）（１）（－）（２）（－）（－）（－）（２）
（や や 過 剰） （０）（－）（－）（－）（－）（－）（０）（－）（－）（２）（－）（－）（－）
適 正 で あ る ７２ ７８ ７７ ６５ ７９ ８６ ７１ ７９ ６７ ６３ ８７ ４４ ６７

不 足 ２７ ２２ ２３ ３５ ２１ １４ ２８ ２１ ３１ ３５ １３ ５６ ３１

（や や 不 足） （２５）（２０）（１８）（３５）（１８）（１４）（２６）（２０）（３１）（３２）（１３）（５０）（２６）
（か な り 不 足） （２）（２）（５）（－）（３）（－）（２）（１）（－）（３）（－）（６）（５）
雇 用 人 員 判 断 DI △２６ △２２ △２３ △３５ △２１ △１４ △２７ △２１ △２９ △３３ △１３ △５６ △２９

前年同時期の雇用人員判断DI △２４ △２４ △２５ △３２ △２０ △１９ △２４ △１８ △２４ △３８ △１３ △５３ △２４

（単位：％）

（項 目） 札幌市 道 央 道 南 道 北 道 東
過 剰 ９ ２ １０ ５ ７

（かなり過剰） （－） （－） （－） （－） （－）
（や や 過 剰） （９） （２） （１０） （５） （７）
適 正 で あ る ４５ ５６ ４２ ３８ ４８

不 足 ４６ ４２ ４８ ５７ ４５

（や や 不 足） （４３） （４０） （４５） （５２） （３８）
（かなり不足） （３） （２） （３） （５） （７）
雇用人員判断DI △３７ △４０ △３８ △５２ △３８

前年同時期の雇用人員判断DI △２１ △２２ △１６ △３０ △２７

（単位：％）

（項 目） 一般事務 営業販売職 技 能 職 そ の 他
過 剰 ７ ４ ３ ４

（かなり過剰） （－） （－） （０） （－）
（や や 過 剰） （７） （４） （３） （４）
適 正 で あ る ７８ ６４ ４７ ７９

不 足 １５ ３２ ５０ １７

（や や 不 足） （１４） （２９） （４１） （１４）
（かなり不足） （１） （３） （９） （３）
雇用人員判断DI △８ △２８ △４７ △１３

前年同時期の雇用人員判断DI △６ △２４ △３２ △６

特別調査

― ６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１３年１２月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２０９／本文　※柱に注意！／００４～００９　特別調査  2013.11.05 16.47.56  Page 6 



5

6－1

6－2

今後の雇用方針

人員増員の理由（該当企業１８１社、複数回答）

増員分の雇用形態（複数回答）

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�人員を増加する ４１ ３０ ２３ ２５ ３５ ３６ ４５ ５２ ３７ ４０ ４９ ４２ ４７
�現状維持する ５６ ６４ ７２ ７５ ６５ ４６ ５３ ４７ ６０ ５７ ４８ ５８ ５１
�人員を削減する ３ ６ ５ － － １８ ２ １ ３ ３ ３ － ２
雇用方針DI ３８ ２４ １８ ２５ ３５ １８ ４３ ５１ ３４ ３７ ４６ ４２ ４５

前年同時期の雇用方針DI ２２ １７ ２５ １４ ２６ △８ ２４ ２６ １７ ２４ ２３ ２９ ３１

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�将来の人手不足への備え ６７ ６９ ６７ ６０ ８３ ６０ ６６ ７７ ６１ ５９ ６９ ７５ ５０
�既存事業の拡大・強化 ４２ ３６ ４４ ４０ １７ ５０ ４３ ２９ ６１ ３６ ４４ ３８ ６２
�売上増加傾向 ３０ ２２ ４４ － ２５ １０ ３２ ４２ ９ ３２ ２５ ２５ ３９
�新規事業参入 ７ ３ － － ８ － ８ ６ １３ １４ ６ － ４
	その他 ７ ３ － － － １０ ８ － ９ ５ ６ １３ ２３

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�正社員 ９０ ８３ ７８ １００ ６７ １００ ９１ １００ ９５ ７７ ８１ １００ ８９
�パート・アルバイト ３１ ３３ ６７ ２０ ２５ ２０ ３０ ９ ３０ ５０ ３８ ２９ ４４
�派遣社員 ８ １７ － － ４２ １０ ６ ７ １０ － － － １１

項 目 別 の 要 点

（項 目） 要 点

	今後の雇用方針 全業種で人員確保の動き。「増員」は４１％、「減員」は３％。


増員の理由と雇用形態 理由は「将来の人手不足への備え」（６７％）、形態は「正社員」（９０％）が
多数。

�減員の理由と雇用形態 理由は「合理化・効率化」「退職者の増加」（各６４％）が１位。

�来年度の新規採用計画 「採用する」企業（３９％）は前年比６ポイント上昇。ホテル・旅館では
５割を超える。

２．今後の雇用方針

特別調査

― ７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１３年１２月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２０９／本文　※柱に注意！／００４～００９　特別調査  2013.11.05 16.47.56  Page 7 
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8

人員減員の理由（該当企業１４社、複数回答）

減員分の雇用形態（複数回答）

来年度の新規採用計画

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�合理化・効率化 ６４ ７１ １００ － － ６０ ５７ １００ ５０ － １００ － １００
�退職者の増加（自然減） ６４ ５７ － － － ８０ ７１ １００ ５０ １００ １００ － －
�売上減少傾向 ５０ ４３ － － － ６０ ５７ １００ ５０ ５０ － － １００
�事業縮小 ７ － － － － － １４ － － ５０ － － －
�その他 － － － － － － － － － － － － －

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�正社員 ７５ ７１ － － － １００ ８０ １００ １００ － １００ － －
�パート・アルバイト １７ １４ ５０ － － － ２０ － － － － － １００
	派遣社員 ８ １４ ５０ － － － － － － － － － －

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

採 用 す る ３９ ３４ ３３ ２０ ４２ ３６ ４０ ４６ ３７ ３５ ２１ ５３ ４７

（多く採用する） （１６）（１０）（５）（５）（１８）（１１）（１８）（２３）（１６）（１２）（９）（２６）（１９）
（ほ ぼ 同 数） （１７）（１９）（１８）（１０）（２４）（２１）（１６）（１６）（１６）（１８）（９）（１６）（２１）
（少 な く 採 用） （６）（５）（１０）（５）（－）（４）（６）（７）（５）（５）（３）（１１）（７）
採 用 し な い ３１ ３７ ４６ ４５ ２９ ２９ ２９ ２０ ３７ ３３ ３６ ３７ ２４

未 定 ３０ ２９ ２１ ３５ ２９ ３５ ３１ ３４ ２６ ３２ ４３ １０ ２９

前年同時期の採用する企業 ３３ ２５ ２４ １８ ３６ ２０ ３５ ４０ ３４ ４４ ２０ ４１ ３２

来年度の新規採用企業数（％）

特別調査

― ８ ―北洋銀行 調査レポート ２０１３年１２月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２０９／本文　※柱に注意！／００４～００９　特別調査  2013.11.05 16.47.56  Page 8 



9

１０

１１

定期給与（基本給・諸手当等）の動向

特別給与（賞与・期末手当等）の動向

賃金見直しの際の重視項目（複数回答）

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�引き上げ・引き上げ予定 ５４ ５７ ５５ ６５ ６２ ４６ ５３ ５５ ６４ ５４ ３６ ２１ ５７
�引き下げ・引き下げ予定 １ １ － － － ４ ２ １ － ４ ６ － －
�見直しは行わない ２６ ２７ ３０ ２５ ２１ ３２ ２６ ２５ ２８ ２３ ３６ ３２ ２１
�今のところ未定 １９ １５ １５ １０ １７ １８ １９ １９ ８ １９ ２２ ４７ ２２

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�引き上げ・引き上げ予定 ２９ ３４ ２８ ４５ ４１ ２５ ２７ ２８ ２６ ２９ ２１ ５ ３６
�引き下げ・引き下げ予定 ６ ６ ３ ５ ６ １１ ６ ３ ８ ９ ６ ５ ７
�見直しは行わない ３３ ２７ ４０ ３５ １２ ２１ ３５ ２９ ３７ ３９ ５２ ４２ ２９
�今のところ未定 ３２ ３３ ２９ １５ ４１ ４３ ３２ ４０ ２９ ２３ ２１ ４８ ２８

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�企業の業績 ８６ ８４ ８５ ８４ ８４ ８２ ８７ ８７ ８９ ９１ ７７ ７７ ８８
�雇用の維持・確保 ４１ ３９ ４１ ４２ ３４ ４１ ４１ ４７ ４１ ３３ ３６ ４１ ４５
�世間相場 １９ ２０ ２８ ５ ２２ １５ １９ １５ ２１ ２６ １３ １８ １９
�物価の動向 １０ １５ １８ ３２ ９ ７ ８ １２ ７ ２ ７ １８ ７
�その他 ２ ３ ５ － ３ － ２ － ２ ２ ７ － ５

項 目 別 の 要 点

（項 目） 要 点

�定期給与の動向 「引き上げ・引き上げ予定」は５４％、「見直しは行わない」は２６％、「未
定」は１９％。

�特別給与の動向 「引き上げ・引き上げ予定」は２９％、「見直しは行わない」は３３％、「未
定」は３２％。

�賃金見直し時の重視項目 「企業の業績」を重視する企業が多数（８６％）。「雇用の維持・確保」
（４１％）が続く。

３．賃金の動向

特別調査

― ９ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１３年１２月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２０９／本文　※柱に注意！／００４～００９　特別調査  2013.11.05 16.47.56  Page 9 
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今回の調査では、来年度新規採用を検討している企業の割合は調査開始以来最高の水準と

なりました。また、定期給与を引き上げた、引き上げる予定の企業は全体の過半数に達しま

した。これらの背景としては、公共工事増加に伴う雇用の確保や、これまで新規採用を控え

ていたことで歪になった年齢構成の改善を図る狙いがあるようです。一方、従業員の定着率

の向上は大きな経営課題であり、企業では業務内容の簡素化を検討したり、技能を身に付け

させたりするなどして、長期雇用につなげていこうとしています。

以下に企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

１．雇用の現状について

＜製菓業＞

３０歳代前半までの社員数は多いが、今後中

核を担うべき３０歳代後半から４０歳代の中堅層

が手薄という年齢構成上の問題を抱えてお

り、改善には長期間を要するだろう。

＜肥料製造業＞

業種柄新卒採用を行うことが難しく、ボイ

ラーや危険物、フォークリフトなどの各種資

格を保有する即戦力の中途採用が多いのが現

状。

＜建設業＞

土木・建築系学生数の減少により新卒採用

は厳しい。今後は道内だけでなく、道外の学

校にも目を向けていく。

＜建設業＞

入社１０年ほどの技術職員が会社を辞めて転

職してしまうことが大きな痛手となってい

る。満足な報酬を支給できなかった会社側に

も反省はあるが、離職率をどう抑えるかが今

後の大きなテーマ。社内で問題解決チームを

発足させた。

＜建設業＞

過去数年間の新規採用を抑制していたこと

により、２０～３０歳代前半の社員層が極めて少

なく、人員構成上大きなゆがみが生じてい

る。是正するために新卒・中途採用を再開

し、徐々に年齢別人員構成の適正化を図る。

現状は受注量に対して技術者人員が不足して

いるが、正社員の増加や人材派遣等で繰り回

す。

＜左官業＞

将来への対策として高卒の求人は出し続け

ているが、ここ数年は学校からの問い合わせ

も少なく、若者の職人離れを実感している。

＜鋼材卸売業＞

これまでは人材育成に取り組む余裕が無

かったが、現在は外部講師招聘や社外研修に

積極的に取り組んでいる。また、業績次第で

はあるものの他社に比べ若干見劣りする給与

水準を早期に引き上げたい。

＜家具店＞

地域の有効求人倍率は改善しているようで

あるが、依然として雇用のミスマッチや質の

改善はなされていないと感じる。

経営のポイント

年齢構成の改善、定着率の向上が課題
〈企業の生の声〉

― １０ ―北洋銀行 調査レポート ２０１３年１２月号
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＜眼鏡店＞

販売社員は技術も身に付けなければ一人前

にならず、育成に時間と費用を要する。従っ

て２～３年で退職されてしまうと企業として

は困るのが現状。

＜コンビニエンスストア＞

周辺の同業他店より時給を高くしている

が、業務内容が複雑なためか、採用してもす

ぐに退職してしまう人が増えている。本部に

は業務内容の簡素化を求めているが改善され

ない。

＜運送業＞

欠員を補充したいと思っても良い人材が来

ない。採用を決定しても出社してこないな

ど、本当に就職する気持ちがあるのか疑わざ

るを得ない求職者が多い。

＜バス会社＞

大型自動車２種免許の所持者が減少してい

ることから、乗務員を募集しても応募者が少

なく、慢性的に人員不足の状態である。今後

は自社での養成も考慮しなくてはならない。

＜建設コンサルタント＞

特に地質技術者が不足している。地質学専

攻の学生で建設コンサルタントへの就職を希

望する人がほとんどいないのが現状。若者の

間では泥を触るような野外作業を嫌悪する風

潮があるのではないか。近年大震災や土砂災

害が注目されている中、地道な分野ではある

が、技術者の果たす社会的使命と重要性を訴

え、人材確保に努力していく。

＜建設機械器具リース＞

経験者の採用を主体としてきたため、年齢

構成のバランスが悪く、年々高齢化が進行し

ている。将来を見据えて定期的に新卒者を採

用し、技能を身に付けさせて長期雇用につな

げたい。

２．賃金の現状について

＜製材業＞

若い従業員を主な対象として、物価上昇に

合わせた賃金の改定を実施する。

＜建具製造業＞

ものづくりの業種なので、技術の習得には

時間が必要であり、それだけ投資もしなけれ

ばならない。若い人にも十分な賃金を支給し

たいが、現実には販売価格の下落や仕入価格

の上昇の影響で、油断しているとすぐに赤字

転落してしまう状況が続いており難しい

＜金属製品製造業＞

雇用を増やすとともに賃金も引き上げたい

が、将来的に不安材料があり決断できない。

＜金属製品製造業＞

ハローワークの募集では当社にマッチする

ような人材がいない。賃金については、計画

以上の利益を計上することができれば特別賞

与を支給すると社内に公言している。

＜印刷業＞

実績評価に見合った給与体系としたいが、

ベースアップするか否かの経営判断は難し

い。増益分の還元は一時的な賞与部分で対応

する。

経営のポイント

― １１ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１３年１２月号
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＜輸送用機械器具製造業＞

初任給をしばらく据え置いていたため世間

相場を下回っている。見直すにあたっては、

現在の社員とのアンバランスが生じないよう

に、トータルでの給与水準の検討が必要で、

段階的な引き上げも含めて考えていく。

＜土木工事業＞

定期給与を引き上げしたものの、道内と道

外で給与水準に差があり、道外での人員募集

の際に多少苦慮している。今後は道内・道外

の２本立て給与体制が必要となると思われ

る。

＜塗料卸売業＞

賃金の引き上げを数年ぶりに実施した。社

員に経営状態を説明し、経営と人件費の相関

を周知させることで、理解を得るように努め

ている。

＜鋼材卸売業＞

平均年齢が４０歳代に突入し平均賃金の上昇

は避けられない。退職金の財源確保も今後の

課題。

＜水産食料品卸売業＞

最低賃金が毎年上昇することから、パート

従業員の人件費増加が懸念される。

＜生花店＞

現状では新規雇用は考えられず、賃金も業

績が好転しない以上、引き上げる予定はな

い。

＜廃棄物収集業＞

売上が伸び悩む中で、ここ数年の最低賃金

の急速な上昇は、パートを採用している部門

の収支を急速に圧迫している。

＜不動産賃貸業＞

ここ６年間、初任給は据え置いており、同

業・同規模業者の水準を下回っている。賞与

を含めた年間給与水準は悪くないと考えてい

るが、初任給の見直しは考慮が必要だろう。

＜観光施設＞

個人評価を厳密に行い、給与や賞与に反映

できるよう取り組んでいる。

＜幼稚園経営＞

最低賃金の上昇等に見合うよう従業員賃金

を改定していくために、業績を向上させる努

力を積み重ねていきたい。

＜警備業＞

他業種と比べて給与水準は高くなく、募集

人員に対する応募者数は少ない。業況は安定

しているが、大幅な給与増加は受注単価の下

落等の理由により難しい。

＜ソフトウェア開発＞

経済情勢の好転といった報道に敏感に反応

する業種であり、賃金引き上げは人材確保の

観点からもやむを得ない。

経営のポイント

― １２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１３年１２月号
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― １３ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１３年１２月号

先月号に引き続き、債権法改正の動向のうち、「契約」の総則部分を中間試案に沿って紹介し

ます。今回は、「契約の解除」「危険負担」「第三者のためにする契約」「事情変更の法理」「不安の抗

弁権」「継続的契約」に係る部分および「約款」についてです。なお文中の「中間試案」は、「民

法（債権関係）の改正に関する中間試案」（法制審議会民法（債権関係）部会、２０１３年２月公表）

を指します。

◆契約の解除（中間試案：第１１）

１．債務不履行による契約の解除の要件（民法５４１条から５４３条関係）

民法第５４１条から第５４３条までの規定を次のように改めるものとする。

� 当事者の一方がその債務を履行しない場合において、相手方が相当の期間を定めて履行の催

告をし、その期間内に履行がないときは、相手方は、契約の解除をすることができるものとす

る。ただし、その期間が経過した時の不履行が契約をした目的の達成を妨げるものでないとき

は、この限りでないものとする。

� 当事者の一方がその債務を履行しない場合において、その不履行が次に掲げるいずれかの要

件に該当するときは、相手方は、上記�の催告をすることなく、契約の解除をすることができ
るものとする。

ア 契約の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行しなければ契

約をした目的を達することができない場合において、当事者の一方が履行をしないでその時期

を経過したこと。

イ その債務の全部につき、履行請求権の限界事由があること。

ウ 上記ア又はイに掲げるもののほか、当事者の一方が上記�の催告を受けても契約をした目的
を達するのに足りる履行をする見込みがないことが明白であること。

� 当事者の一方が履行期の前にその債務の履行をする意思がない旨を表示したことその他の事

由により、その当事者の一方が履行期に契約をした目的を達するのに足りる履行をする見込み

がないことが明白であるときも、上記�と同様とするものとする。
→�は、現行第５４１条の規定（履行遅滞等による解除権）に、「ただし書き」以下を追加するも

のです。�は、現行第５４２条の規定（定期行為の履行遅滞による解除権）の範囲を拡大してイと
ウを追加するものです。ただしイは、現行第５４３条本文の主旨（履行不能による解除権）を踏襲

するものです。

→解除の原因となる債務不履行が「債務者の責めに帰することができない事由」による場合に

経営のアドバイス

具体化してきた債権法改正の動向
～「契約について」その２

金融財政事情研究会出版部 嘱託
（元北洋銀行融資第二部指導役）

高橋 俊樹
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は債権者は契約を解除できないとする規定（現行第５４３条ただし書き）は削除される方向です

が、これに反対する考え方があります。

→現行第５４０条（解除権行使の基本規定）は、引き続き維持されます。

２．複数契約の解除

「同一の当事者間で締結された複数の契約につき、それらの契約の内容が相互に密接に関連付

けられる場合において、そのうち一つの契約に債務不履行による解除の原因があり、これによっ

て複数の契約をした目的が全体として達成できないときは、相手方は、当該複数の契約の全てを

解除することができるものとする。」との規定を設ける。

→これについては現行民法に規定がないため、判例で認められていた内容を成文化しようとす

るものです。ただし、このような規定を設けることに反対する考え方もあります。

３．契約の解除の効果（民法第５４５条関係）

民法第５４５条の規律を次のように改めるものとする。

� 当事者の一方がその解除権を行使したときは、各当事者は、その契約に基づく債務の履行を

請求することができないものとする。

� 上記�の場合には、各当事者は、その相手方を原状に復させる義務を負うものとする。ただ
し、第三者の権利を害することはできないものとする。

� 上記�の義務を負う場合において、金銭を返還するときは、その受領の時から利息を付さな
ければならないものとする。

� 上記�の義務を負う場合において、給付を受けた金銭以外のものを返還するときは、その給
付を受けたもの及びそれから生じた果実を返還しなければならないものとする。この場合にお

いて、その給付を受けたもの及びそれから生じた果実を返還することができないときは、その

価値を償還しなければならないものとする。

� 上記�により償還の義務を負う者が相手方の債務不履行により契約の解除をした者であると
きは、給付を受けたものの価値の償還義務は、＜自己が当該契約に基づいて給付し若しくは給

付すべきであった価値又は現に受けている利益の額＞のいずれか多い額を限度とするものとす

る。

� 解除権の行使は、損害賠償の請求を妨げないものとする。

→現行第５４５条の規定に、���を追加するものです。ただし、�については、＜ ＞の部分

を「給付を受けた者が当該契約に基づいて給付し若しくは給付すべきであった価値の額」を限度

とするという考え方があります。

４．解除権の消滅（民法第５４７条及び第５４８条関係）

� 「民法第５４７条の規定（催告による解除権の消滅）は、解除権を有する者の履行請求権につ

き履行請求権の限界があり、かつ、履行に代わる損害賠償につき免責事由があるときは、適用
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しないものとする。」との規定を設ける。

� 民法第５４８条（解除権者の行為等による解除権の消滅）を削除するものとする。

→�については、この規定を設けないとする考え方があります。損害賠償にかかる免責事由と
は、民法第４２０条の規定（賠償額の予定）によるもの及び公序良俗に反するものが挙げられてい

ます。

◆危険負担（中間試案：第１２）

１．危険負担に関する規定の削除（民法第５３４条、第５３５条、第５３６条第１項関係）

民法第５３４条、第５３５条、第５３６条第１項を削除するものとする。

→双務契約において一方の当事者が債務不履行を行った場合、相手方がその負っている債務を

どのような要件の下で免れるかという「双務契約における危険負担」の問題は、解除の規定で対

処すべきこととし、現行の危険負担の規定は廃止しようとするものです。ただし、第５３６条第１

項の規定（当事者双方の責めに帰すことができない事由によって債務を履行することができなく

なったときは、債務者は反対給付を受ける権利を有しない。）については、これを維持するとい

う考え方があります。

２．債権者の責めに帰すべき事由による不履行の場合の解除権の制限（民法第５３６条第２項関

係）

� 「債務者がその債務を履行しない場合において、その不履行が契約の趣旨に照らして債権者

の責めに帰すべき事由によるものであるときは、債権者は契約の解除をすることができないも

のとする。」との規定を設ける。

� 「上記�により債権者が契約の解除をすることができない場合には、債務者は、履行請求権
の限界事由があることにより自己の債務を免れるときであっても、反対給付の請求をすること

ができるものとする。この場合において、債務者は、自己の債務を免れたことにより利益を得

たときは、それを債権者に償還しなければならないものとする。」との規定を設ける。

→債権者の責めに帰すべき事由によって債務不履行が生じた場合に債権者の契約解除権を制限

するため�の規定を新設し、それに伴い現行第５３６条第２項の規定を�のように改めるもので
す。

◆第三者のためにする契約（中間試案：第３１）

１．第三者のためにする契約の成立等（民法第５３７条関係）

民法第５３７条の規律を次のように改めるものとする。

� 契約により当事者の一方が第三者に対してある給付をすることを約したときは、その第三者

（以下「受益者」という。）は、その当事者の一方（以下「諾約者」という。）に対して直接に

その給付を請求する権利を有するものとする。

� 上記�の契約は、その締結時に受益者が胎児その他の現に存しない者である場合であって
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も、その効力を生ずるものとする。

� 上記�の場合において、受益者の権利は、その受益者が諾約者に対して上記�の契約の利益
を享受する意思を表示した時に発生するものとする。

� 上記�の場合において、上記�の契約の相手方（以下「要約者」という。）は、諾約者に対
し、受益者への債務の履行を請求することができるものとする。

→現行の規定に、��を追加するものです。

２．要約者による解除権の行使（民法第５３８条関係）

現行民法第５３８条の規律（受益者の権利の確定）に加えて、「諾約者が受益者に対する債務を履

行しない場合には、要約者は、受益者の承諾を得て、契約を解除することができるものとす

る。」との規定を設ける。

◆事情変更の法理（中間試案：第３２）

契約の締結後に、その契約において前提となっていた事情に変更が生じた場合において、その

事情の変更が次に掲げる要件のいずれにも該当するなど一定の要件を満たすときは、当事者は

「契約の解除／契約の解除又は契約の改訂の請求」をすることができるものとするかどうかにつ

いて、引き続き検討する。

ア その事情の変更が契約締結時に当事者が予見することができず、かつ、当事者の責めに帰す

ることのできない事由により生じたものであること。

イ その事情の変更により、契約をした目的を達することができず、又は当初の契約内容を維持

することが当事者間の衡平を著しく害することとなること。

→事情変更の法理を民法に成文化することについては、現状結論が出るに至らず、引き続き検

討すべき事項とされています。

◆不安の抗弁権（中間試案：第３３）

「双務契約の当事者のうち自己の債務を先に履行すべき義務を負う者は、相手方につき破産手

続開始、再生手続開始又は更生手続開始の申立てがあったことその他の事由により、その反対給

付である債権につき履行を得られないおそれがある場合において、その事由が次に掲げる要件の

いずれかに該当するときは、その履行を拒むことができるものとする。ただし、相手方が弁済に

提供をし、又は相当の担保を供したときは、この限りでないものとする。

ア 契約締結後に生じたものであるときは、それが契約締結の時に予見することができなかった

ものであること。

イ 契約締結時に既に生じていたものであるときは、契約締結の時に正当な理由により知ること

ができなかったものであること。」

との規定を設ける。

→このような規定を設けないとする考え方があります。また、再生手続又は更生手続が開始さ
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れた後は、このような権利を行使することができないものとするという考え方があります。

◆継続的契約（中間試案：３４）

１．期間の定めのある契約の終了

�「期間の定めのある契約は、その期間の満了によって終了するものとする。」との規定を設け
る。

�「上記�にかかわらず、当事者の一方が期間の更新を申し入れた場合において、当該契約の趣
旨、契約に定めた期間の長短、従前の更新の有無及びその経緯その他の事情に照らし、当該契

約を存続させることにつき正当な事由があると認められるときは、当該契約は、従前と同一の

条件で更新されたものとみなすものとする。ただし、その期間は、定めがないものとする。」

との規定を設ける。

→このような規定を設けない（解釈に委ねる）という考え方があります。契約の延長・更新は

当事者間の意思次第であり、かような規定は余計なお世話というべきでしょう。

２．期間の定めのない契約の終了

�「期間の定めのない契約の当事者の一方は、相手方に対し、いつでも解約の申入れをすること
ができるものとする。」との規定を設ける。

�「上記�の解約の申入れがされたときは、当該契約は、解約の申入れの日から相当な期間を経
過することによって終了するものとする。この場合において、解約の申入れに相当な予告期間

が付されたときは、当該契約は、その予告期間を経過することによって終了するものとす

る。」との規定を設ける。

�「上記�及び�にかかわらず、当事者の一方が解約の申入れをした場合において、当該契約の
趣旨、契約の締結から解約の申入れまでの期間の長短、予告期間の有無その他の事情に照ら

し、当該契約を存続させることにつき正当な事由があると認められるときは、当該契約は、そ

の解約申入れによっては終了しないものとする。」との規定を設ける。

→これらのような規定を設けない（解釈に委ねる）という考え方があります。特に�について
は、当事者の意思に委ねればよいと考えられます。

３．解約の効力

「前記１�又は２�の契約を解除した場合には、その解除は、将来に向かってのみその効力を
生ずるものとする。」との規定を設ける。

◆約款（中間試案：第３０）

「約款」については現行民法に規定がなく、新たに成文化しようと試みられています。

１．約款の定義

「約款とは、多数の相手方との契約の締結を予定してあらかじめ準備される契約条項の総体で
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あって、それらの契約の内容を画一的に定めることを目的として使用するものをいうものとす

る。」との規定を設ける。

→そもそも、約款に関する規律を設けないという考え方があります。

２．約款の組入要件の内容

「契約の当事者がその契約に約款を用いることを合意し、かつ、その約款を準備した者（以下

「約款使用者」という。）によって、契約締結時までに、相手方が合理的な行動を取れば約款の内

容を知ることができる機会が確保されている場合には、約款は、その契約の内容となるものとす

る。」との規定を設ける。

→約款使用者が相手方に対して、契約締結時までに約款を明示的に提示することを原則的な要

件と定めた上で、開示が困難な場合に例外を設けるとする考え方があります。

３．不意打ち条項

「約款に含まれている契約条項であって、他の契約条項の内容、約款使用者の説明、相手方の

知識及び経験その他の当該契約に関する一切の事情に照らし、相手方が約款に含まれていること

を合理的に予測することができないものは、上記２によっては契約の内容とはならないものとす

る。」との規定を設ける。

４．約款の変更

約款の変更に関して次のような規律を設けるかどうかについて、引き続き検討する。

� 約款が前記２によって契約内容となっている場合において、次のいずれにも該当するとき

は、約款使用者は、当該約款を変更することにより、相手方の同意を得ることなく契約内容を

変更することができるものとする。

ア 当該約款の内容を画一的に変更すべき合理的な必要性があること。

イ 当該約款を使用した契約が現に多数あり、その全ての相手方から契約内容の変更についての

同意を得ることが著しく困難であること。

ウ 上記アの必要性に照らして、当該約款の変更の内容が合理的であり、かつ、変更の範囲及び

程度が相当のものであること。

エ 当該契約の変更の内容が相手方に不利益なものである場合にあっては、その不利益の程度に

応じて適切な措置が講じられていること。

�上記�の約款の変更は、約款使用者が、当該約款を使用した契約の相手方に、約款を変更する
旨及び変更後の内容を合理的な方法により周知することにより、効力を生ずるものとする。

５．不当条項規制

「前記２によって契約の内容となった契約条項は、当該条項が存在しない場合に比し、約款使

用者の相手方の権利を制限し、又は相手方の義務を加重するものであって、その制限又は加重の
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内容、契約内容の全体、契約締結時の状況その他の一切の事情を考慮して相手方に過大な不利益

を与える場合には、無効とする。」との規定を設ける。

→このような規定を設けないという考え方がある。

以上、債権法改正の中間試案における「契約」の総則に係る部分をピックアップして、２回に

亘り紹介してみました。中間試案にはこの他にも、法定の典型契約に係る部分や、意思表示、代

理、条件及び期限、消滅時効、債権譲渡、相殺、弁済、保証等の改正案が掲げられています。法

改正の実現までにはなお暫くの時間を要するでしょうが、今後もその動向は注視して行く必要が

あります。
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１．道産食品輸出の現状と課題

北海道の農水産物や加工食品は、アジア各国において非常に人気があり、安心・安全で美味しい

「食」を目的に訪れる海外観光客も多く、また各国で開催される物産展でも常に高い人気を誇っていま

す。

食品の輸出は、大量生産が難しいことや、多品目・多頻度輸送が通常であるため、貨物ロットが小さ

く、１社の商品で満載（FCL）コンテナ（２０フィートで約２１トン）を仕立てることは難しく、小口混載

貨物（LCL）輸送を利用せざるを得ません。しかし、北海道には冷凍・冷蔵の小口混載貨物の輸出を行

う商社や物流業者が少ないことから、商社機能を有する道外事業者を通じて輸出しているのが現状であ

り、物流費のコスト高が課題となっていました。

２．「北海道国際輸送プラットホーム」構築の経緯

このような課題を解決し、「北海道から直接輸出できる体制」を作り出すために、平成２３年１０月に北

海道開発局と札幌大学が「国際物流を通じた道産品輸出促進研究会」を設立しました。この研究会に

は、フード特区機構、さっぽろ産業振興財団、北洋銀行等の各種団体・企業も参画し、産学官が連携し

て、「北海道国際輸送プラットホーム」（Hokkaido export Platform：略称HOP）の構築に向けて取組んで

きました。

さらに平成２５年９月には、参加者を拡大し、３１の企業・団体による「北海道国際輸送プラットホーム

推進協議会」を設立し、「事業化」の具体的な実現に向けてスピードアップを図っています。

３．HOP１（ホップ・ワン）サービスの特徴

第１段階として、海外への小口貨物輸送ルートを構築するため、ダンボール１箱から手頃な価格で冷

凍・冷蔵で空輸する「HOP１サービス」を、平成２４年９月から香港、１１月からシンガポール、さらに平

成２５年５月から台湾に向けて、順次開始しました。

物流コストの削減だけではなく、通関手続き等の代行を行うことで、「誰もが」、「簡単に」、「輸出」

できる仕組みを構築し、道産食品の輸出拡大を目指しています。

【主な特徴】

○北海道のどこからでも、香港、シンガポール、台湾の購入者の自宅や取引先の店先まで、最短２

日で冷凍・冷蔵輸送が可能。

○ダンボール１箱から申込が可能で、集荷した小口貨物を集約し、１つのコンテナに混載させるこ

とで、輸送コストを削減。

○面倒な通関、検疫などの事務手続きの代行により、海外取引が初めての事業者も安心して輸出が

可能。輸送保険・PL保険（生産物賠償責任保険）の付保や現地での代金回収も代行。

アジアニュース

道産食品の輸出促進に向けたHOP１サービスについて
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４．「海外おみやげ宅配便」の活用

海外観光客が自国へ持ち帰るお土産は、ハンドキャリーでは量に制限があり、特に冷凍・冷蔵品はほ

とんど持ち帰ることができませんでした。しかし、HOP１サービスを利用した「海外おみやげ宅配便」

の取扱い開始により、家族や友人へのお土産としてカニなどを大量に自国に送ることができると、海外

観光客に好評です。このサービスは、旅館や卸売市場等を中心に利用が拡大しています。

札幌市中央卸売市場の場外市場にある�北海道特産品販売では、今年７月より「海外おみやげ宅配
便」を活用しています。以前から海外まで送りたいとの要望は多くあったものの、海外への小口輸送の

仕組みがなかったため残念ながらお断りしている状況でした。しかし、店頭で２０代の香港人観光客か

ら、「香港へカニを宅配便で送ることができると聞いたが、この店ではできますか？」との質問を受け

たことが、HOP１サービスの存在を知るきっかけとなりました。

早速、HOP１サービスの輸送・通関業務事業者であるヤマト運輸㈱に問合せ、そのお客さまには「海

外おみやげ宅配便」を利用して、タラバガニなど約１５万円分を香港に送っていただくことができまし

縦・横・高さ
合計

重さ
（箱含む）

料金

台湾 香港 シンガポール

１２０cm以内 １５kg以内 ９，４５０円 ９，４５０円 １５，７５０円

１００cm以内 １０kg以内 ７，３５０円 ７，３５０円 １２，６００円

８０cm以内 ５kg以内 ５，２５０円 ５，２５０円 ９，４５０円

HOP１サービスの概要

（出典：北海道国際輸送プラットホーム推進協議会作成資料）

HOP１サービス利用料金（消費税込）

※上記料金の他に、HOP１サービス使用手数料として販売希望価格の９％（販売を目的としない場合は２，１００円）と、
シンガポール向けはVAT（付加価値税）７％、台湾向けは関税、営業税３０％が必要。

（出典：北海道国際輸送プラットホーム推進協議会作成資料）
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た。クリスマスパーティ用にカニ８０杯、ウニやホタテ、メロン２０個を送って欲しいと、すでに次の注文

も入り、今では常連客となっています。

店舗の入口に「海外おみやげ宅配便」のポスターを掲載し、サービス開始から４ヶ月の間に、香港向

けに６件、台湾向けに１件の利用があり、購入額はいずれも約４、５万円でした。このように「安心・

安全な北海道ブランドはいくらでも買いたい。」と訪れる海外観光客は、今後も増えると期待されま

す。担当者の方は、「２月の旧正月にどれだけ利用があるか、今から楽しみ。国内需要が減少する中、

インターネット販売なども活用して、海外への販路拡大に力を入れていきたい。」と、「海外おみやげ宅

配便」への大きな手応えを感じています。

５．HOP１サービスを活用した新たな取組み

現在、協議会の各企業・団体がそれぞれの得意分野を活かし、HOP１サービスを利用した事業を検討

しています。海外放送を活用したテレビショッピングの実施や、インターネット販売機能を活用したさ

らなる小口輸送など、具体的な取組みの実現に向け、動き始めています。

北洋銀行では、今年９月に東京で開催した「海外バイヤーとの個別商談会」で、商談の精度を高める

ため、HOP１サービスを利用し、商談会の約１ヶ月前に、各企業のサンプル品を混載してバイヤーに送

付し、事前のアンケートを実施しました。その結果を各企業にフィードバックし、バイヤーの感触をつ

かんだ上で当日の商談商品を決定するなど、参加企業の皆さまには十分な事前準備を行っていただくこ

とができました。

企業とバイヤーの双方から「商談がスムーズだった。」と大変満足いただき、成約に向けた具体的な

商談が早く進んだという事例も多くありました。限られた商談時間を有効に活用していただくことがで

き、HOP１サービスの新たな活用方法として成果を感じることができました。

６．今後の発展に向けて

来年度にはマレーシアへのサービス開始を予定しており、HOP１サービス対象国を拡大していくこと

で、これまで以上に多くの海外観光客のニーズに応えることが可能となります。また、サービスを活用

する事業者が増えなければ、輸送コストは下がらず、道産食品の輸出拡大にはつながりませんので、多

くの方々にHOP１サービスを広く知っていただき、利用件数が増えることを期待します。

「北海道国際輸送プラットホーム推進協議会」では、引続き産学官が一体となって、アジア各国への

北海道食品の輸出促進に向けて取組んでいきます。北洋銀行でも、お取引先の皆さまの海外取引拡大の

機会となるよう、本サービスを推進してまいります。

HOP１サービスについて詳しくお知りになりたい場合は、

北洋銀行 国際部アジアデスク（TEL０１１‐２６１‐４２８８）、もしくは

HOP事務局【ヤマト運輸� 北海道支社内】（TEL０１１‐８９６‐０５４３）

までお問合せ下さい。
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＜東南アジアのハブで開催する見本市＞
２０１３年１０月１７日～１９日（１７、１８日はビジネス関係者のみ、１９日は一般公開）の３日間、シンガポール
で日本食関連見本市「Oishii JAPAN２０１３」が開催されました。今年で３回目となり、日本全国から２３０
企業・団体（２０１２年は２２３企業・団体）が出展、地元シンガポールからも日本食を取り扱う企業６社が
出展しました。地域ごとにまとまって出展するブースでは、各地域の特色を出しながらアピールしてい
ました。
なぜシンガポールで日本食に特化した見本市を開催するのでしょうか。主催企業の代表を務める西田

滋直氏は、「シンガポールは東南アジアのハブ。ここでしっかりと日本食の美味しさや文化を伝えるこ
とで、他の地域にも広がっていく可能性が十分にある。」と話されています。実際、タイやマレーシ
ア、インドネシア、インドなどの周辺国からバイヤーが来場しており、日本食に対する関心の高さが窺
えました。
展示会場には日本食文化の認知向上のため「日本酒コーナー」と「J-ramen」と題したラーメン試食

コーナーが設けられ、多くの人が足を運んでいました。ラーメンコーナーでは、札幌のカネジン食品㈱
シンガポール工場の麺が提供されていました。

＜北海道からも多くの出展企業＞
北海道からは函館や十勝などを中心に２５社・団体が出展し、水産物や農産物、牛肉や機能性食品など

を、積極的に各国バイヤーに売り込んでいました。バイヤーとの商談で、サンプル発送まで進むものも
ありました。「北海道」という地域ブランドによるアドバンテージがあることは間違いありません。しか
し価格と価値が見合ったものでなければ、バイヤーや消費者には受け入れられません。今回も価格面で
折り合わないという事例が散見されました。

＜見本市はゴールではなくスタート＞
見本市をより効果的なものにするためには、期間中のセールスも重要ですが、①開催前の準備、②開

催後のフォローアップをどのようにするかも重要です。
① 開催前は、期間中に多くのバイヤーがブースに訪問するよう、事前にメール等で告知をすることが
効果的です。独自のネットワークを活用しても良いですし、ネットワークがない場合は、ジェトロや
自治体、銀行等で情報収集することができます。また現地の嗜好などマーケット概観を把握し、効率
的な商談ができるよう専門家にアドバイスを求めることも良いでしょう。

② 開催後は、バイヤーから要求のあった見積書や資料を送ったり、具体的な物流、決済方法につい
て、話が進むこともあると思います。バイヤーは、日々大量のメールを受信している可能性が高く、
返信が来ない場合は失念しているケースも考えられます。定期的に連絡を取るようにし、きめ細かな
フォローアップをすることが、成約への近道のようです。一方、ジェトロに寄せられる現地バイヤー
からの相談で意外と多いのが、「日本の企業から返信がない。」というものです。海外では日本のよう
にきっちりとした文章ではなくても、特に気にしない人が多く、仮に忙しい場合などは、簡単な文章
で返信しても、失礼にはあたりません。「返信しない」ことこ
そが無礼なのです。

＜国際見本市でチャンスを拡げる＞
来年４月上旬にシンガポールで「Food & Hotel Asia２０１４

（FHA）」という大規模な食品関連見本市が開催されます。２年
に１度の非常に注目度の高い国際見本市です。米国、欧州、中
国、韓国など世界各国がナショナルパビリオンを設置し、自国
の食材をアピールします。このような機会にオール北海道とし
て出展し、北海道産品の良さを国際的にアピールしていくと、
より多くの人や国に北海道の食材の良さ、あるいは北海道その
ものの魅力を訴えられるのではないでしょうか。

アジアニュース（シンガポール）

海外見本市・展示会 有効活用のススメ

北海道・十勝ブースの様子

北洋銀行国際部 調査役
（ジェトロ・シンガポール事務所派遣）

澤田 信吾
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アジアニュース

― ２４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１３年１２月号

商品 単位 銘柄・産地 上海 大連 バンコク シンガポール サハリン

卵 ０．５kg 現地産 ４１３ ６７～１５９ ２５３ ２４６ ２４５～２６０

牛乳 １リットル 現地産 ２０２～４１２
３５

（２４３ml）
１２６

２４６
（８３０ml）

１５９～２６７

じゃがいも ０．５kg 現地産 １１６～２１１ ２８～１１１ １９０
８６

（アメリカ産）
３８

オレンジ ０．５kg アメリカ産 １３７ －
２８５

（１個）
７９

（１個）
１８８

（南アフリカ産）

小麦粉 １kg １３２ ２２４ １４５ １９８ １３８

ビール
３５０ml 日本メーカーA社製 ９３ － － － －

３５０ml 日本メーカーB社製 － ９０ １５２ ２８６ ２５７

カップラーメン １個 日本メーカー製 ７７ １００ ２３７ １２７ －

ミネラルウォーター ５５０ml １９ ２１ ２２ １２３ ５２～１０７

コーラ ３３０ml コカコーラ ３２ ３２ ４４ ７９ １０１

ハンバーガー １個
マクドナルド
ビッグマック

２５８ ２５８ ６３４ ３７３ －

タクシー初乗り ２２６ １２９ １１０ ２７０ ４６０～６１４

ガソリン １リットル レギュラー １２１ １１８ １１０ １７２ １０５

トイレットペーパー １０巻 日本製
２１３

（現地製４巻）
４５８

４４３
（現地製）

５２１
３８０

（現地製４巻）

乾電池 単三２本 米国製
１１９

（現地製）
７１

（現地製）
３０１ ２５２ １３５

洗濯洗剤 １kg 日本製
２００

（現地製）
１９２

（現地製）
３８０ ２１７ １，０７４

クリーニング代 Yシャツ１枚 現地クリーニング店 １６１ １６１ ２５３ ３１８ ３０７

電気料金 １kwh 住居用 １０ ８ ４７ ２１ １０

水道料金 １� 住居用 ２６ ５０ ３１ ９３ ９４

新聞 １部 一般紙 １６ １６ １５ ７１ ４９

バス 市内均一区間 ３２ １６～３２ ２５ ７９～１６７ ４６

地下鉄 初乗り ４８ － ６９ ８７～１９０ －

携帯

機種 iPhone５１６G ８５，４５４ ７５，１１１ ４７，５５０ ７８，５９５ ７６，７１９

基本料金／月 ７４３ ９３７ ２，５３６ ４，３１２ ７，６７５

通話料金／分 ４ ４ ２ １１ ４

映画チケット 大人１名 時間帯により変動８８８～２，２６２９６９～１，１３１６３４～１，４２６ ９１４ ５５２～１，０７４

現地価格調査（２０１３年１１月）
（単位：円）

【調査場所】 いずれも日本製品を扱う、比較的高級なスーパーマーケット。
上海 カルフール古北店、しんせん館古北店、ローソン国際貿易中心店
大連 カルフール西安路店、ローソン森ビル店
バンコク トップス、フジスーパー
シンガポール コールドストレージ、明治屋
サハリン ユジノサハリンスク市シティモール、携帯電話ショップ「スヴィズノイ」

【換算レート】 ２０１３年１０月３１日仲値
１中国元＝１６．１６円 １タイバーツ＝３．１７円 １シンガポールドル＝７９．５５円 １ロシアルーブル＝３．０７円

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２０９／本文　※柱に注意！／０２４　　　　　アジアニュース（現地価）  2013.11.19 18.14.18  Page 24 



年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２１年度 ９６．７ △６．６ ９１．４ △９．５ ９６．９ △６．０ ９１．５ △９．２ ９６．８ △１０．３ ９３．９ △１０．５
２２年度 ９９．９ ３．３ ９９．４ ８．８ ９９．７ ２．９ ９９．２ ８．４ ９６．６ △０．２ ９２．１ △１．９
２３年度 １０１．５ １．６ ９８．７ △０．７ １０２．５ ２．８ ９７．７ △１．５ １０４．６ ８．３ １０３．２ １２．１
２４年度 ９９．５ △２．０ ９５．８ △２．９ １００．３ △２．１ ９５．９ △１．８ １０２．８ △１．７ １００．４ △２．７

２４年７～９月 ９９．３ △２．９ ９５．９ △３．２ ９９．２ △３．２ ９４．６ △４．３ １０７．７ △１．１ １１２．２ １．８
１０～１２月 ９６．７ △２．６ ９４．１ △１．９ ９８．０ △１．２ ９３．４ △１．３ １０８．４ ０．６ １１０．４ △１．６

２５年１～３月 １００．８ ４．２ ９４．７ ０．６ １０２．３ ４．４ ９７．２ ４．１ １０５．８ △２．４ １０６．６ △３．４
４～６月 １００．３ △０．５ ９６．１ １．５ １００．２ △２．１ ９５．４ △１．９ １０７．１ １．２ １０７．０ ０．４
７～９月 p１００．４ ０．１ ９７．７ １．７ p１００．４ ０．２ ９６．０ ０．６ p１０６．７ △０．４ １０８．３ １．２

２４年 ９月 ９７．３ △１．８ ９４．０ △２．２ ９６．４ △３．６ ９３．０ △２．５ １０７．７ △０．２ １１２．２ ０．０
１０月 ９６．５ △０．８ ９４．３ ０．３ ９７．２ ０．８ ９３．３ ０．３ １０７．８ ０．１ １１２．２ ０．０
１１月 ９７．２ ０．７ ９３．４ △１．０ ９８．２ １．０ ９１．８ △１．６ １０７．９ ０．１ １１１．８ △０．４
１２月 ９６．５ △０．７ ９４．７ １．４ ９８．６ ０．４ ９５．２ ３．７ １０８．４ ０．５ １１０．４ △１．３

２５年 １月 １００．６ ４．２ ９４．１ △０．６ １０３．０ ４．５ ９６．３ １．２ １０７．９ △０．５ １０８．６ △１．６
２月 １０２．５ １．９ ９４．９ ０．９ １０３．１ ０．１ ９８．０ １．８ １０８．６ ０．６ １０７．３ △１．２
３月 ９９．２ △３．２ ９５．０ ０．１ １００．９ △２．１ ９７．２ △０．８ １０５．８ △２．６ １０６．６ △０．７
４月 ９９．３ ０．１ ９５．９ ０．９ １０１．２ ０．３ ９５．８ △１．４ １０３．２ △２．５ １０７．４ ０．８
５月 １０１．７ ２．４ ９７．７ １．９ １０１．８ ０．６ ９６．８ １．０ １０２．４ △０．８ １０７．０ △０．４
６月 ９９．８ △１．９ ９４．７ △３．１ ９７．７ △４．０ ９３．７ △３．２ １０７．１ ４．６ １０７．０ ０．０
７月 １００．９ １．１ ９７．９ ３．４ １０１．２ ３．６ ９５．６ ２．０ １０４．６ △２．３ １０８．７ １．６
８月 １００．０ △０．９ r ９７．０ △０．９ ９９．６ △１．６ r ９５．５ △０．１ １０６．６ １．９ r１０８．５ △０．２
９月 p１００．２ ０．２ ９８．３ １．３ p１００．３ ０．７ ９６．９ １．５ p１０６．７ ０．１ １０８．３ △０．２

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２１年度 ９２０，８５５△１．４ １９５，６７５△５．３ ２４６，０８６ △１３．１ ７０，５４４ △１０．１ ６７４，７６９ ３．７ １２５，１３１ △２．４
２２年度 ９３５，２９９△２．１ １９５，７８５△１．５ ２２０，２３３ △１０．５ ６７，２６７ △４．６ ７１５，０６７ １．１ １２８，５１８ ０．３
２３年度 ９４８，５４４ ０．３ １９７，００８ ０．１ ２１４，０７１ △２．８ ６７，２３１ △０．１ ７３４，４７３ １．２ １２９，７７７ ０．２
２４年度 ９４９，６５６ ０．１ １９５，５５１△０．７ ２１１，５４７ △１．２ ６６，４９３ △１．１ ７３８，１０８ ０．５ １２９，０５８ △０．６

２４年７～９月 ２２９，５０９△０．５ ４７，３９１△１．６ ４９，８６５ △２．５ １５，４４７ △２．６ １７９，６４４ ０．１ ３１，９４４ △１．１
１０～１２月 ２５９，３６９ ０．６ ５３，３５０ ０．０ ６０，４０５ △０．４ １９，０５３ △１．２ １９８，９６４ ０．９ ３４，２９７ ０．７

２５年１～３月 ２３０，３７７ ０．４ ４７，７０９△０．８ ５２，４０６ △０．２ １６，４６５ ０．６ １７７，９７１ ０．６ ３１，２４５ △１．５
４～６月 ２３４，１９０ １．６ ４７，７８２ １．４ ４９，９３７ ２．２ １５，９９２ ３．０ １８４，２５３ １．５ ３１，７９０ ０．７
７～９月 p２３２，６６９ １．４ ４８，００９ ０．５ p ４９，７６８ △０．２ １５，５０４ ０．４ p１８２，９０１ １．８ ３２，５０５ ０．６

２４年 ９月 ７１，６６７ ０．８ １４，７００△０．２ １５，５４５ △３．３ ４，６９３ △０．８ ５６，１２２ ２．０ １０，００７ ０．１
１０月 ７７，３８１△０．０ １５，６７２△２．４ １７，７４８ ０．４ ５，３４９ △３．０ ５９，６３３ △０．２ １０，３２３ △２．１
１１月 ７８，０１２ ０．６ １６，６３０ １．６ １７，９０９ △０．２ ５，９８５ １．６ ６０，１０３ ０．９ １０，６４５ １．６
１２月 １０３，９７６ １．０ ２１，０４８ ０．７ ２４，７４８ △１．１ ７，７１９ △２．１ ７９，２２８ １．７ １３，３２９ ２．３

２５年 １月 ７９，４２６ ０．６ １６，８７２△２．９ １８，５３４ △１．６ ５，９０７ △１．１ ６０，８９２ １．３ １０，９６５ △３．９
２月 ６９，３１７△１．９ １４，２３９△２．９ １４，９０４ △１．７ ４，６６９ △０．５ ５４，４１３ △１．９ ９，５７０ △４．０
３月 ８１，６３４ ２．２ １６，５９８ ３．５ １８，９６８ ２．３ ５，８８８ ３．４ ６２，６６６ ２．２ １０，７１０ ３．６
４月 ７７，２９８△０．５ １５，５０８△１．０ １６，３５３ △０．９ ５，１５４ △０．６ ６０，９４６ △０．３ １０，３５４ △１．２
５月 ７７，６８１ ０．８ １５，８８９ ０．９ １６，３６３ ０．９ ５，２５２ ２．４ ６１，３１８ ０．７ １０，６３７ ０．１
６月 ７９，２１１ ４．７ １６，３８５ ４．５ １７，２２１ ６．７ ５，５８６ ７．１ ６１，９９０ ４．２ １０，７９９ ３．２
７月 ７９，９２９△０．７ １７，１２７△０．７ １７，９１４ △４．９ ６，０４１ △２．７ ６２，０１５ ０．６ １１，０８６ ０．４
８月 r ７８，９３３ ２．０ r １５，８２３ ０．９ １５，６８４ １．３ ４，６５３ ２．４ r ６３，２４９ ２．２ r １１，１７０ ０．２
９月 p ７３，８０６ ３．０ １５，０５９ １．７ p １６，１７０ ４．０ ４，８１１ ２．５ p ５７，６３６ ２．７ １０，２４８ １．２

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１３年１２月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２０９／本文　※柱に注意！／０００～０００　主要経済指標  2013.11.18 10.53.45  Page 25 



年月

コンビニエンスストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）２２年＝１００
前 年 同
月比（％）２２年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２１年度 ４３０，９２２ ０．１ ７９，３８３ △１．５ １００．１ △２．９ １００．４ △１．７ ９２．８０ １１，０９０
２２年度 ４４７，９５１ ４．０ ８２，６５７ ４．１ ９９．９ ０．１ ９９．９ △０．４ ８５．６９ ９，７５５
２３年度 ４７７，４２６ ６．２ ８９，７５８ ７．６ １００．３ ０．４ ９９．８ △０．１ ７９．０５ １０，０８４
２４年度 ４９８，６２９ ３．２ ９５，４２３ ３．３ １００．３ △０．１ ９９．５ △０．３ ８３．０８ １２，３９８

２４年７～９月 １３４，４５６ ２．８ ２５，２５１ ２．２ ９９．８ △０．４ ９９．４ △０．４ ７８．６２ ８，８７０
１０～１２月 １２７，１８８ ３．１ ２４，１５２ ２．４ １００．０ ０．０ ９９．４ △０．２ ８１．１６ １０，３９５

２５年１～３月 １１６，０１６ ２．５ ２２，６８４ ３．０ １００．６ ０．０ ９９．３ △０．６ ９２．３８ １２，３９８
４～６月 １２４，５２７ ２．９ ２４，３１３ ４．２ １００．７ ０．１ ９９．８ △０．３ ９８．７４ １３，６７７
７～９月 １３６，９４８ １．９ ２６，３４０ ４．３ １０１．３ １．５ １００．３ ０．９ ９８．９４ １４，４５６

２４年 ９月 ４２，８３１ ５．３ ７，９７５ ２．７ １００．０ ０．０ ９９．６ △０．３ ７８．１７ ８，８７０
１０月 ４２，３８２ ３．３ ８，０５７ ２．２ ９９．９ ０．０ ９９．６ △０．４ ７８．９７ ８，９２８
１１月 ４０，３９５ ２．６ ７，７４１ １．９ ９９．６ △０．１ ９９．２ △０．２ ８０．８７ ９，４４６
１２月 ４４，４１１ ３．５ ８，３５４ ３．０ １００．４ ０．３ ９９．３ △０．１ ８３．６４ １０，３９５

２５年 １月 ３９，２２１ ３．９ ７，５４２ ４．２ １００．６ ０．３ ９９．３ △０．３ ８９．１８ １１，１３９
２月 ３６，２９０ △０．７ ７，０３３ △０．７ １００．６ ０．２ ９９．２ △０．７ ９３．２１ １１，５５９
３月 ４０，５０５ ４．１ ８，１０８ ５．１ １００．７ △０．６ ９９．４ △０．９ ９４．７５ １２，３９８
４月 ３９，１９９ １．７ ７，７８９ ２．５ １００．６ △０．５ ９９．７ △０．７ ９７．７１ １３，８６１
５月 ４１，９７３ ２．６ ８，２５２ ４．２ １００．６ ０．０ ９９．８ △０．３ １０１．０８ １３，７７５
６月 ４３，３５５ ４．４ ８，２７２ ５．８ １００．９ ０．７ ９９．８ ０．２ ９７．４３ １３，６７７
７月 ４６，９５７ ３．２ ９，０１４ ４．８ １００．９ １．２ １００．０ ０．７ ９９．７１ １３，６６８
８月 ４７，２１９ ２．３ ９，０４７ ４．３ １０１．０ １．４ １００．３ ０．９ ９７．８７ １３，３８９
９月 ４２，７７２ △０．１ ８，２８０ ３．８ １０１．９ １．９ １００．６ １．１ ９９．２４ １４，４５６

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は全店ベースによる。 ■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２１年度 １６０，１１６ ６．７ ４９，０７８ ２５．４ ６６，２２３ ４．３ ４４，８１５ △５．６ ４，１７５，４５７ ６．８
２２年度 １５２，７３４ △４．６ ４６，５９２ △５．１ ６２，４６２ △５．７ ４３，６８０ △２．５ ３，７８８，３１５ △９．３
２３年度 １５７，８５８ ３．４ ４７，８０６ ２．６ ６３，７１５ ２．０ ４６，３３７ ６．１ ４，００９，９８８ ５．９
２４年度 １７６，８４７ １２．０ ４９，１４２ ２．８ ６８，５２７ ７．６ ５９，１７８ ２７．７ ４，４３９，０９２ １０．７

２４年７～９月 ４５，７８７ １１．９ １３，１０３ ４．９ １８，２８９ ５．８ １４，３９５ ２９．３ １，１３８，７６６ １６．４
１０～１２月 ３４，３９３ ３．５ ９，２３４ △１２．９ １３，６８８ １１．５ １１，４７１ １０．７ ９０７，８０２ △２．８

２５年１～３月 ４９，７９６ △７．２ １４，４１４ △１２．７ １８，２２１ △１４．０ １７，１６１ ７．７ １，３１５，６４６ △９．２
４～６月 ４６，４４５ △０．９ １２，２８２ △０．９ １７，５５７ △４．２ １６，６０６ ２．８ ９９５，６９８ △７．５
７～９月 ４９，６３９ ８．４ １３，１６８ ０．５ １８，０９８ △１．０ １８，３７３ ２７．６ １，１５８，６３２ １．７

２４年 ９月 １４，６２０ △３．２ ４，４４４ △１０．５ ５，８３３ △１．０ ４，３４３ ２．３ ３７７，７３７ △３．７
１０月 １２，３０６ ０．７ ３，１２２ △１６．９ ５，０７３ ７．０ ４，１１１ １０．５ ２９９，３３４ △６．７
１１月 １２，６０３ ６．７ ３，４２４ △７．６ ４，９４５ １３．６ ４，２３４ １２．６ ３２４，４２２ ０．２
１２月 ９，４８４ ３．１ ２，６８８ △１４．６ ３，６７０ １５．６ ３，１２６ ８．５ ２８４，０４６ △２．０

２５年 １月 １１，１６１ △６．７ ３，０６７ △１２．３ ３，８８８ △１６．０ ４，２０６ ９．６ ３３２，０６６ △７．４
２月 １３，９１３ △４．８ ３，９３７ △１０．３ ４，９０８ △１３．１ ５，０６８ １０．７ ４１２，８８９ △８．１
３月 ２４，７２２ △８．７ ７，４１０ △１４．２ ９，４２５ △１３．７ ７，８８７ ５．０ ５７０，６９１ △１１．０
４月 １４，７６３ ２．１ ３，８７０ ５．３ ５，９１３ △１．２ ４，９８０ ３．８ ３０８，５５６ ０．７
５月 １３，８７７ △０．８ ３，７７３ １．１ ４，９５６ △２．５ ５，１４８ △０．６ ３０８，４３６ △８．７
６月 １７，８０５ △３．３ ４，６３９ △６．９ ６，６８８ △７．９ ６，４７８ ４．９ ３７８，７０６ △１２．５
７月 １８，８６２ ０．６ ４，９０８ △３．９ ７，３９６ △５．２ ６，５５８ １２．３ ４０１，９３７ △９．７
８月 １２，７９７ ３．１ ３，４６０ △２．６ ４，６２１ △０．７ ４，７１６ １２．０ ３１０，６９１ △１．６
９月 １７，９８０ ２３．０ ４，８００ ８．０ ６，０８１ ４．３ ７，０９９ ６３．５ ４４６，００４ １８．１

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― ２６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１３年１２月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２０９／本文　※柱に注意！／０００～０００　主要経済指標  2013.11.18 10.53.45  Page 26 



年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２１年度 ２７，６１６ △２３．４ ７，７５３ △２５．４ ９３７，６６５ ９．３ １２３，７７６ ４．９ ７７，４０５ △２０．４
２２年度 ２９，９２２ ８．４ ８，１９０ ５．６ ８１９，４４０ △１２．６ １１２，８２７ △８．８ ８４，４８０ ９．１
２３年度 ３１，５７３ ５．５ ８，４１２ ２．７ ７４９，５８３ △８．５ １１２，２４９ △０．５ ８９，７４２ ６．２
２４年度 ３５，５２３ １２．５ ８，９３０ ６．２ ７７６，４３１ ３．６ １２３，８２０ △１０．３ ８７，０２６ △３．０

２４年７～９月 １０，０９４ １５．６ ２，２７１ △１．１ ２７２，８０４ １５．１ ３５，２９２ １３．３ ２２，０５８ △４．６
１０～１２月 １０，７１３ １９．７ ２，４０３ １５．０ １０９，８００ △６．７ ３０，９３７ １７．７ ２０，２９６ △０．８

２５年１～３月 ５，４３９ ５．６ ２，０９７ ５．１ １０１，８０６ △２０．７ ２５，０８４ △６．０ ２３，２０２ △４．６
４～６月 ９，７８９ ５．５ ２，４１３ １１．８ ３５０，１８８ １９．９ ４０，７００ ２５．２ ２２，８４９ ６．４
７～９月 １０，４８４ ３．９ ２，５７３ １３．３ ３５１，７８９ ２９．０ ４３，２２７ ２２．５ ２４，１７５ ９．６

２４年 ９月 ３，３００ ３８．１ ７４２ １５．５ ６８，１２５ △８．０ １１，７７５ △１．９ ８，９５６ △７．８
１０月 ４，３０３ ３１．２ ８４３ ２５．２ ６０，８０７ １０．０ １３，７２１ ２８．２ ６，２３３ １．２
１１月 ３，５１７ １．５ ８０１ １０．３ ２９，２４５ △２９．１ ８，９７２ ６．２ ６，６３０ ０．３
１２月 ２，８９３ ３１．０ ７５９ １０．０ １９，７４８ △６．４ ８，２４３ １５．６ ７，４３３ △３．４

２５年 １月 １，４０７ ５．８ ６９３ ５．０ １２，６７９ １８．６ ６，０３９ ６．７ ５，３４４ △９．７
２月 １，４９６ △２８．２ ６９０ ３．０ １７，７６４ ３２．３ ６，７０８ △４．８ ６，３２４ △１１．３
３月 ２，５３６ ４５．８ ７１５ ７．３ ７１，３６３ △３１．５ １２，３３８ △１１．７ １１，５３５ ２．４
４月 ３，３４７ １．４ ７７９ ５．８ １０７，３３７ △９．９ １５，９９１ ２８．６ ６，９５１ △１．１
５月 ２，８７８ ５．８ ７９８ １４．５ １１５，９９８ ４０．８ １０，８４２ ２４．８ ７，４８２ １６．５
６月 ３，５６４ ９．４ ８３７ １５．３ １２６，８５３ ４０．１ １３，８６８ ２１．７ ８，４１６ ４．９
７月 ３，１００ △６．７ ８４５ １２．０ １６０，２０２ ４７．８ １５，７２５ ２９．４ ７，１３６ ６．５
８月 ３，４８６ ０．４ ８４３ ８．８ １０３，６２８ ７．６ １２，２６７ ７．９ ７，０６０ １０．３
９月 ３，８９８ １８．１ ８８５ １９．４ ８７，９５９ ２９．１ １５，２３５ ２９．４ ９，９７８ １１．４

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証� 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

２１年度 １１，５８８ △５．７ ０．３５ ０．４２ ５．２ ５．２ ４８９ △３４．０ １４，７３２ △８．８
２２年度 １１，２１９ △３．２ ０．４１ ０．５１ ５．２ ５．０ ４５６ △６．７ １３，０６５ △１１．３
２３年度 １０，７６８ △４．０ ０．４６ ０．６２ ５．２ ４．５ ４６４ １．８ １２，７０７ △２．７
２４年度 １１，６９８ ８．６ ０．５７ ０．７４ ５．１ ４．３ ４３２ △６．９ １１，７１９ △７．８

２４年７～９月 ３，６７７ ５．０ ０．５６ ０．７３ ５．０ ４．３ １０８ ３．８ ２，９２４ △５．９
１０～１２月 ２，８２５ ６．５ ０．６１ ０．７８ ４．７ ４．０ ９０ △１１．８ ２，８８９ △６．９

２５年１～３月 ２，５１０ ２．５ ０．６４ ０．８２ ５．０ ４．２ １１０ △１８．５ ２，７７９ △１２．７
４～６月 ２，８５１ ６．１ ０．６２ ０．７４ ５．１ ４．２ ９６ △２２．６ ２，８４１ △９．１
７～９月 ３，８３８ ４．４ ０．７４ ０．８４ ３．７ ４．０ ７６ △２９．６ ２，６６４ △８．９

２４年 ９月 １，１６７ ２．９ ０．６０ ０．７６ ５．０ ４．２ ３４ ２１．４ ９３１ △６．９
１０月 １，０６９ ５．４ ０．６１ ０．７７ ↑ ４．１ ３４ ９．７ １，０３５ ６．０
１１月 ８６４ ８．６ ０．６１ ０．７８ ４．７ ４．０ ３１ △１８．４ ９６４ △１１．９
１２月 ８９２ ５．８ ０．６１ ０．７９ ↓ ４．０ ２５ △２４．２ ８９０ △１３．７

２５年 １月 ７７６ １．６ ０．６１ ０．８１ ↑ ４．２ ２８ △１５．２ ９３４ △５．１
２月 ８２２ ４．１ ０．６５ ０．８３ ５．０ ４．２ ３９ △２２．０ ９１６ △１１．７
３月 ９１２ １．９ ０．６５ ０．８２ ↓ ４．３ ４３ △１７．３ ９２９ △１９．９
４月 ７８５ ４．３ ０．６１ ０．７４ ↑ ４．４ ３１ △２４．４ ８９９ △１０．４
５月 ９８８ ７．６ ０．６１ ０．７３ ５．１ ４．２ ３１ △２４．４ １，０４５ △８．９
６月 １，０７８ ６．２ ０．６５ ０．７５ ↓ ３．９ ３４ △１９．０ ８９７ △８．０
７月 １，１８５ ５．４ ０．７０ ０．８０ ↑ ３．９ ２７ △１８．２ １，０２５ △０．０
８月 １，４３１ ３．３ ０．７４ ０．８４ ３．７ ４．１ ２７ △３４．１ ８１９ △１５．３
９月 １，２２２ ４．６ ０．７７ ０．８８ ↓ ３．９ ２２ △３５．３ ８２０ △１１．９

資料 �北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度および四半期の
数値は月平均値。

主要経済指標（３）

― ２７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１３年１２月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２１年度 ３２２，６４２ △１４．５ ５９０，０７９ △１７．１ ９７７，６６３ △３７．０ ５３８，２０９ △２５．２
２２年度 ３４２，５２７ ６．２ ６７７，８８８ １４．９ １，２２８，５４０ ２５．７ ６２４，５６７ １６．０
２３年度 ３７４，４３１ ９．３ ６５２，８８５ △３．７ １，６３６，３２７ ３３．２ ６９７，１０６ １１．６
２４年度 ４０１，８０６ ７．３ ６３９，４０５ △２．１ １，６９８，１８５ ３．８ ７２１，１３９ ３．４

２４年７～９月 ９１，６３２ △５．８ １５７，１４５ △８．２ ３８１，８１７ ２．３ １７５，７９７ ０．３
１０～１２月 １０３，９１６ １３．８ １５４，２９７ △５．５ ４３２，９７５ ２．３ １７５，８８７ ０．５

２５年１～３月 １１０，３２６ １８．２ １６３，５２７ １．２ ５１０，３８８ ９．４ １９１，３１６ ８．０
４～６月 １１０，８３４ １５．５ １７６，０４４ ７．１ ４３４，３９６ １６．５ １９６，６９１ １０．４
７～９月 p１１３，０３３ ２３．４ １７７，１５３ １２．７ p４４３，６４６ １６．２ p２０６，４７０ １７．４

２４年 ９月 ２６，１２６ △２５．７ ５３，５７９ △１０．３ １２７，５７１ ６．３ ５９，２６１ ４．２
１０月 ３９，９２５ ３１．６ ５１，４８０ △６．５ １４９，１７０ １２．７ ５７，０４２ △１．５
１１月 ３１，８０１ △１．３ ４９，８３２ △４．１ １３５，１５８ △７．７ ５９，４０２ ０．９
１２月 ３２，１９０ １１．９ ５２，９８５ △５．８ １４８，６４７ ２．８ ５９，４４３ １．９

２５年 １月 ３３，５２９ １８．５ ４７，９８６ ６．３ １８３，８１１ １９．２ ６４，３２１ ７．１
２月 ２９，２４１ １．５ ５２，８３１ △２．９ １６１，８８３ ４．２ ６０，６４５ １２．０
３月 ４７，５５６ ３１．１ ６２，７１０ １．１ １６４，６９４ ５．０ ６６，３７９ ５．６
４月 ３８，９３４ ０．５ ５７，７６６ ３．８ １６７，０１９ １１．９ ６６，６１５ ９．５
５月 ３３，８９２ ２２．３ ５７，６６７ １０．１ １５２，２８０ ２７．８ ６７，６４８ １０．１
６月 ３８，００８ ２８．９ ６０，６１０ ７．４ １１５，０９７ １０．０ ６２，４２８ １１．８
７月 ３６，６０８ ９．０ ５９，６０５ １２．２ r １３２，６００ １６．１ ６９，９００ １９．７
８月 r ３６，４４９ １４．２ ５７，８２９ １４．６ r １６６，００３ １８．６ r ６７，５０８ １６．１
９月 p ３９，９７６ ５３．０ ５９，７１９ １１．５ p１４５，０４３ １３．７ p ６９，０６３ １６．５

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２１年度 １３４，９７０ ３．９ ５，７９６，０７８ ２．６ ９２，７４６ １．９ ４，１６１，６９７ △１．４
２２年度 １３８，０１４ ２．３ ５，９７２，６６５ ３．０ ９２，９８６ ０．３ ４，１３７，９１１ △０．６
２３年度 １４１，９５７ ２．９ ６，１０１，２２５ ２．２ ９３，８９２ １．０ ４，１７４，２９８ ０．９
２４年度 １４３，９７１ １．４ ６，２９９，５０７ ３．２ ９３，４４７ △０．５ ４，２６７，３３８ ２．２

２４年７～９月 １４０，１９９ ２．０ ６，０８７，７５４ ２．６ ９３，４７４ １．２ ４，１８３，５３５ １．５
１０～１２月 １４０，４５８ １．６ ６，１１４，４３４ ２．４ ９２，５９２ ０．４ ４，２１２，６０３ １．９

２５年１～３月 １４３，９７１ １．４ ６，２９９，５０７ ３．２ ９３，４４７ △０．５ ４，２６７，３３８ ２．２
４～６月 １４２，９８３ ２．１ ６，３３９，４３４ ４．３ ９０，９７７ △０．７ ４，２４１，３２４ ２．５
７～９月 １４２，６５３ １．８ ６，３４６，０６９ ４．２ ９３，１７３ △０．３ ４，２９１，３００ ２．６

２４年 ９月 １４０，１９９ ２．０ ６，０８７，７５４ ２．６ ９３，４７４ １．２ ４，１８３，５３５ １．５
１０月 １３９，０１０ ２．１ ６，０２３，５７４ ２．１ ９２，３１２ ０．９ ４，１４４，２７３ １．３
１１月 １３８，８０１ １．４ ６，０５２，９６８ １．７ ９１，７７４ ０．６ ４，１５３，２９０ １．５
１２月 １４０，４５８ １．６ ６，１１４，４３４ ２．４ ９２，５９２ ０．４ ４，２１２，６０３ １．９

２５年 １月 １３８，９３６ １．８ ６，０９６，６７２ ２．４ ９１，４４８ △０．３ ４，１９２，１９１ ２．２
２月 １３９，２９５ ２．０ ６，１２７，６７４ ２．９ ９１，７７６ △０．３ ４，２０２，６８６ ２．３
３月 １４３，９７１ １．４ ６，２９９，５０７ ３．２ ９３，４４７ △０．５ ４，２６７，３３８ ２．２
４月 １４１，８２２ １．１ ６，２９２，６７８ ３．８ ９２，１８９ △１．１ ４，２１９，８１４ ２．３
５月 １４１，５０２ １．６ ６，３１５，５１９ ４．１ ９１，１３５ △０．９ ４，２２３，０４２ ２．７
６月 １４２，９８３ ２．１ ６，３３９，４３４ ４．３ ９０，９７７ △０．７ ４，２４１，３２４ ２．５
７月 １４１，４５０ ２．１ ６，２８０，８７５ ４．２ ９０，８４０ △０．５ ４，２３８，６６２ ２．８
８月 １４２，８８９ ３．０ ６，２７５，３１６ ４．３ ９１，１９５ △０．１ ４，２４３，０８３ ２．９
９月 １４２，６５３ １．８ ６，３４６，０６９ ４．２ ９３，１７３ △０．３ ４，２９１，３００ ２．６

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― ２８ ―北洋銀行 調査レポート ２０１３年１２月号
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●道内経済の動き 

●雇用と賃金の現状について 

●具体化してきた債権法改正の動向～「契約について」その2 

●道産食品の輸出促進に向けたHOP1サービスについて 

●海外見本市・展示会　有効活用のススメ 
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